
平成 19年 2月期    個別中間財務諸表の概要 平成 18年 10月 13日　

上場会社名   株式会社リヒトラブ    上場取引所　大証・名証

コード番号    ７ ９ ７ ５    本社所在都道府県　大阪府

 （ＵＲＬ　http://www.lihit-lab.com）

氏名　　田中　経久

氏名　　大内　高明    TEL (06) 6946 - 2525

中間配当支払開始日    平成 －年 －月 －日

１．18年 8月中間期の業績（平成 18年 3月 1日 ～ 平成 18年 8月 31日）
(1)経営成績 （注）百万円未満は切り捨てにより表示

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 8月中間期

17年 8月中間期

18年 2月期

百万円 ％

18年 8月中間期

17年 8月中間期

18年 2月期

(注)①期中平均株式数    18年 8月中間期    18,304,966 株   17年 8月中間期    18,312,207 株   18年 2月期    18,309,368 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態

百万円

18年 8月中間期

17年 8月中間期

18年 2月期

２．19年 2月期の業績予想（ 平成 18年 3月 1日  ～  平成 19年 2月 28日 ）
　

百万円 百万円

通　　期
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   6 円 55 銭 

３．配当状況
　・現金配当

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、

※実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

※尚、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５ページをご参照下さい。
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中間(当期）純利益

       円  　　銭
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△ 18.6 

208 

0.5 
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9,674 

代表取締役社長

取締役経理部長

決算取締役会開催日

単元株制度採用の有無

平成 18年 10月 13日

有(１単元　1,000 株)

代　　　表　　　者　　役職名

問合せ先責任者　　役職名

１株当たり配当金(円)

自己資本比率

55 3.05 

(注)②期末自己株式数　 　18年 8月中間期   00,770,617 株  　 17年 8月中間期   00,769,708 株   　18年 2月期   00,773,877 株

(注)①期末発行済株式数　18年 8月中間期   18,307,883 株  　 17年 8月中間期   18,308,792 株   　18年 2月期   18,304,623 株

502.83 65.8 9,230 

13,525 
％

9,086 496.33 

営　業　利　益売   上   高

円　　銭

１ 株 当 た り 中 間

△ 29 
25 

5,096 

 ( 当 期 ） 純 利 益

経　常　利　益

222 

496.49 

1.38 
△ 3.05 

１株当たり純資産

67.2 
67.1 9,090 

△ 86.5 

△ 13.3 
△ 58.6 

19年 2月期　（実績）

純  資  産
百万円

総  資  産

13,552 
14,027 

120.9 

－22－
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

中間貸借対照表 
                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 

前事業年度の  
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

要約貸借対照表 
（平成１７年８月３１日） （平成１８年８月３１日） （平成１８年２月２８日） 

             期 別 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 資 産 の 部 )   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産    

1. 現 金 及 び 預 金  663,707 485,734 565,333 

2. 受 取 手 形 634,234 543,669 592,767  

3. 売 掛 金  1,038,448 1,118,395 1,247,559  

4. た な 卸 資 産  1,866,290 2,028,230 2,029,430  

5. 繰 延 税 金 資 産  58,479 51,392 56,512  

6. そ の 他  191,079 278,783 281,021  

7. 貸 倒 引 当 金  △14,031 △8,418 △10,167  

 流 動 資 産 合 計  4,438,208 32.7 4,497,788 33.3 4,762,456 34.0

Ⅱ 固 定 資 産     

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１    

1. 建 物 ※２ 3,289,616 3,116,128 3,203,377 

2. 機 械 装 置 1,337,355 1,201,430 1,227,876 

3. 土 地 ※２ 2,713,547 2,713,547 2,713,547 

4. 建 設 仮 勘 定  115,631 79,710 135,792 

5. そ の 他  350,101 353,510 337,352 

 有 形 固 定 資 産 合 計  7,806,252 57.6 7,464,326 55.2 7,617,947 54.3

(2) 無 形 固 定 資 産  47,768 0.4 40,319 0.3 47,368 0.3

(3) 投資その他の資産     

1. 投 資 有 価 証 券  938,977 1,193,987 1,236,211 

2. そ の 他  332,774 336,719 373,539 

3. 貸 倒 引 当 金  △11,968 △7,981 △9,732 

 投資その他の資産合計  1,259,783 9.3 1,522,724 11.2 1,600,018 11.4

 固 定 資 産 合 計  9,113,805 67.3 9,027,371 66.7 9,265,334 66.0

 資 産 合 計  13,552,014 100.0 13,525,160 100.0 14,027,791 100.0
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                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 
前事業年度の  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
要約貸借対照表 

（平成１７年８月３１日） （平成１８年８月３１日） （平成１８年２月２８日） 

             期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 負 債 の 部 )   ％   ％    ％

Ⅰ 流 動 負 債    

1. 支 払 手 形  233,219 170,092 201,898 

2. 買 掛 金  972,037 918,135 1,192,221  

3. 短 期 借 入 金 ※２※５ 682,000 741,000 767,000  

4. 未 払 法 人 税 等  143,886 69,325 35,445  

5. 賞 与 引 当 金  97,600 93,100 108,100  

6. 役 員 賞 与 引 当 金  ― 8,000 ―  

7. そ の 他 ※４ 269,384 300,263 279,542  

 流 動 負 債 合 計  2,398,128 17.7 2,299,917 17.0 2,584,208 18.4

Ⅱ 固 定 負 債     

1. 長 期 借 入 金 ※２ 409,000 409,000 435,000 

2. 繰 延 税 金 負 債  314,392 370,722 422,054 

3. 退 職 給 付 引 当 金  944,657 959,755 954,304 

4. 役員退職慰労引当金  111,035 114,048 116,355 

5. 長 期 預 り 保 証 金  284,682 284,938 285,762 

 固 定 負 債 合 計  2,063,767 15.2 2,138,464 15.8 2,213,476 15.8

 負 債 合 計  4,461,896 32.9 4,438,382 32.8 4,797,684 34.2

 ( 資 本 の 部 )     

Ⅰ 資 本 金  1,830,000 13.5 ― ― 1,830,000 13.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金     

1.資 本 準 備 金  1,410,780 ― ― 1,410,780 

2.そ の 他 資 本 剰 余 金  252 ― ― 462 

 資 本 剰 余 金 合 計  1,411,032 10.4 ― ― 1,411,242 10.1

Ⅲ 利 益 剰 余 金     

1.利 益 準 備 金  414,000 ― ― 414,000 

2.任 意 積 立 金     

 固定資産圧縮積立金  1,000,934 ― ― 1,000,934 

 特 別 償 却 準 備 金  10,048 ― ― 10,048 

 別 途 積 立 金  3,900,000 ― ― 3,900,000 

3. 中間（当期）未処分利益  425,494 ― ― 370,475 

 利 益 剰 余 金 合 計  5,750,478 42.4 ― ― 5,695,458 40.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  248,380 1.9 ― ― 444,780 3.2

Ⅴ 自 己 株 式 △149,773 △1.1 ― ― △151,376 △1.1

 資 本 合 計  9,090,118 67.1 ― ― 9,230,106 65.8

 負 債 ・ 資 本 合 計  13,552,014 100.0 ― ― 14,027,791 100.0
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                                                   （単位：千円、単位未満切り捨て） 
前事業年度の  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
要約貸借対照表 

（平成１７年８月３１日） （平成１８年８月３１日） （平成１８年２月２８日） 

             期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 ( 純 資 産 の 部 )   ％  ％  ％

Ⅰ 株 主 資 本     

1.資 本 金  ― ― 1,830,000 13.5 ― ―

2.資 本 剰 余 金     

（1）資 本 準 備 金  ― 1,410,780 ― 

（2）その他資本剰余金  ― 1,040 ― 

 資 本 剰 余 金 合 計  ― ― 1,411,821 10.4 ― ―

3.利 益 剰 余 金     

（1） 利 益 準 備 金  ― 414,000 ― 

（2） その他利益剰余金     

固定資産圧縮積立金  ― 944,098 ― 

特 別 償 却 準 備 金  ― 3,087 ― 

別 途 積 立 金 ― 3,900,000 ― 

繰 越 利 益 剰 余 金  ― 335,914 ― 

 利 益 剰 余 金 合 計  ― ― 5,597,099 41.4 ― ―

4.自 己 株 式  ― ― △151,091 △1.1 ― ―

 株 主 資 本 合 計  ― ― 8,687,828 64.2 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等     

1.その他有価証券評価差額金  ― ― 399,056 3.0 ― ―

2. 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  ― ― △107 △0.0 ― ―

 評価・換算差額等合計  ― ― 398,949 3.0 ― ―

 純 資 産 合 計  ― ― 9,086,778 67.2 ― ―

 負 債 ・ 純 資 産 合 計  ― ― 13,525,160 100.0 ― ―
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中間損益計算書 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前事業年度の  
前中間会計期間 当中間会計期間 

要約損益計算書 
自 平成１７年３月 １日 自 平成１８年３月 １日 自 平成１７年３月 １日 ( 
至 平成１７年８月３１日 ) ( 至 平成１８年８月３１日 ) ( 至 平成１８年２月２８日 )

             期 別 
 

 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

    ％  ％  ％

Ⅰ 売 上 高  5,069,617 100.0 5,096,879 100.0 9,674,020 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  3,505,867 69.2 3,638,807 71.4 6,802,556 70.3

 売 上 総 利 益  1,563,750 30.8 1,458,071 28.6 2,871,464 29.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,288,826 25.4 1,361,957 26.7 2,663,388 27.5

 営 業 利 益  274,923 5.4 96,114 1.9 208,075 2.2

Ⅳ 営 業 外 収 益  ※１ 19,456 0.4 30,929 0.6 45,270 0.4

Ⅴ 営 業 外 費 用  ※２ 13,583 0.3 10,734 0.2 30,468 0.3

 経 常 利 益  280,796 5.5 116,308 2.3 222,877 2.3

Ⅵ 特 別 利 益  ※３ 708 0.0 1,919 0.0 4,229 0.1

※４ 
Ⅶ 特 別 損 失 ※５ 232,384 4.5 13,612 0.2 260,361 2.7

税 引 前 中 間 純 利 益  49,120 1.0 104,615 2.1 ― ―

税 引 前 当 期 純 損 失  ― ― ― ― 33,253 △0.3

法人税、住民税及び事業税  132,143 2.6 63,728 1.3 129,400 1.3

法 人 税 等 調 整 額  △108,267 △2.1 △14,886 △0.3 △132,878 △1.3

中 間 純 利 益  25,244 0.5 55,773 1.1 ― ―

 当 期 純 損 失  ― ― ― ― 29,775 △0.3

 前 期 繰 越 利 益  400,250 ― 400,250 

 中間 (当期 )未処分利益  425,494 ― 370,475 
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中間株主資本等変動計算書 
 
当中間会計期間（自 平成１８年３月１日 至 平成１８年８月３１日） 

                         （単位：千円、単位未満切り捨て） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

固定資産

圧縮 
積立金 

特別 
償却 
準備金 

別途 
積立金 

平成１８年２月２８日残高 1,830,000 1,410,780 462 1,411,242 414,000 1,000,934 10,048 3,900,000

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当    

役員賞与    

固定資産圧縮積立金及び特

別償却準備金の取崩 
 △56,836 △6,961 

中間純利益    

自己株式の取得    

自己株式の処分  578 578   

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
   

中間会計期間中の変動額合計 ― ― 578 578 ― △56,836 △6,961 ―

平成１８年８月３１日残高 1,830,000 1,410,780 1,040 1,411,821 414,000 944,098 3,087 3,900,000

 

株主資本 評価・換算差額等 

利益剰余金 

その他利益 
剰余金 

 

繰越利益

剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他有

価証券評

価差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

評価・換

算差額等

合計 

純資産 
合計 

平成１８年２月２８日残高 370,475 5,695,458 △151,376 8,785,325 444,780 ― 444,780 9,230,106

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 △128,132 △128,132 △128,132   △128,132

役員賞与 △26,000 △26,000 △26,000   △26,000

固定資産圧縮積立金及び特

別償却準備金の取崩 
63,797 ― ―   ―

中間純利益 55,773 55,773 55,773   55,773

自己株式の取得  △1,173 △1,173   △1,173

自己株式の処分  1,457 2,036   2,036

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
 ― △45,724 △107 △45,831 △45,831

中間会計期間中の変動額合計 △34,561 △98,359 284 △97,496 △45,724 △107 △45,831 △143,328

平成１８年８月３１日残高 335,914 5,597,099 △151,091 8,687,828 399,056 △107 398,949 9,086,778
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
子会社株式及び関連会社株式････････････移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの････････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移 
動平均法により算定）   

時価のないもの････････････････････････移動平均法による原価法              
たな卸資産 
商品、製品、原材料、仕掛品･･････････････総平均法による原価法 
貯蔵品･･････････････････････････････････最終仕入原価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
定率法。 ただし、静岡事業部及び大阪配送センター(賃貸用)の建物、構築物並びに平成１０年４月１
日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。なお、主な耐用年
数は以下のとおりであります。 
建  物･･･････････････････････････････８～５０年 
機械装置･･･････････････････････････････････１１年 

無形固定資産 
定額法。 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。 
長期前払費用 
定額法 
  

３．引当金の計上基準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当中間会計期間の負担相当額を計上し
ております。 
役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当中間会計期間の負担相当額を計上して
おります。 
（会計処理の変更） 
 当中間会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企
業会計基準第 4号）を適用しております。この変更により営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が
それぞれ 8,000 千円減少しております。 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 
厚生年金基金制度については、総合設立の厚生年金基金制度を一部採用しておりますが、自社の拠出に
対応する年金資産の額を合理的に計算できないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として
処理しております。同基金より通知を受けた平成１８年８月末日現在の年金資産の額は、1,633,111千円で
あります。 
役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上しております。 
 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理を行っております。 
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段は為替予約取引(買建)、ヘッジ対象は原材料等の輸入取引により発生する外貨建債務に係る
将来の為替相場の変動リスクであります。 

ヘッジ方針 
通常の営業取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務に係る為替相場の変動リスクを回避することを目的と
して為替予約取引を行っています。 

ヘッジ有効性評価の方法 
事前テスト及び決算日と中間決算日における事後テストにより有効性の評価を行っております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

（会計処理の変更） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成
１7年１2月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準委員会 平成１7年１2月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 
これによる損益への影響はありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 9,086,885 千円であります。 
中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表の純資産の部については改正

後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注 記 事 項 
 
（中間貸借対照表関係） 
                                          （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

 （平成１７年８月３１日） （平成１８年８月３１日） （平成１８年２月２８日） 

※１ 有形固定資産の
減価償却累計額 

9,651,288 
有形固定資産の
減価償却累計額 

9,847,044 
有形固定資産の
減価償却累計額 

9,675,901 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 

建 物       698,914 

土 地       1,002,281 

計 1,701,196  

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 

建 物      668,552

土 地      1,002,281

計 1,670,833 

担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の
とおりであります。 
 

建 物       683,604

土 地       1,002,281

計 1,685,885 

※２ 

 

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       152,000 

長期借入金       9,000 

計 161,000  

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金      61,000

長期借入金      9,000

計 70,000 

担保付債務は次のとおりであ
ります。 

短期借入金       87,000

長期借入金       35,000

計 122,000 

※３ 偶発債務 

手形債権流動化に伴う買戻し
義務の上限額 

105,117  

偶発債務 

手形債権流動化に伴う買戻し
義務の上限額 

87,894 

偶発債務 

手形債権流動化に伴う買戻し
義務の上限額 

107,651 

※４ 流動負債の「その他」に仮受消費
税等から仮払消費税等を相殺し
た残額を含めております｡ 

同  左 
－ 

※５ 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。 
当中間会計期間末におけるコ
ミットメントラインに係る借入
実行状況は次のとおりでありま
す。 
 

コミットメント
ラインの総額 

2,000,000 

借入実行残高 － 

差引額 2,000,000  

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。 
当中間会計期間末におけるコ
ミットメントラインに係る借入
実行状況は次のとおりでありま
す。 
 

コミットメント
ラインの総額 

2,000,000

借入実行残高 －

差引額 2,000,000 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行とコ

ミットメントライン契約を締結

しております。 
当事業年度末におけるコミッ
トメントラインに係る借入実行
状況は次のとおりであります。 
 
 

コミットメント
ラインの総額 

2,000,000

借入実行残高 －

差引額 2,000,000 
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（中間損益計算書関係） 
                                 （単位:千円、単位未満切り捨て） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

自  平成１７年３月 １日 自  平成１８年３月 １日 自  平成１７年３月 １日 
 （ 至  平成１７年８月３１日 ）（ 至  平成１８年８月３１日 ）（ 至  平成１８年２月２８日 ）

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 814 

受取配当金 11,322  

営業外収益のうち主なもの 

受取利息 2,728

受取配当金 19,476 

営業外収益のうち主なもの 

受取利息 3,318

受取配当金 17,988 

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 4,988 

   

営業外費用のうち主なもの 

支払利息 5,504 

営業外費用のうち主なもの 

支払利息 10,190

支払手数料 14,044 

※３ 特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 708  

特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 1,919 

特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入額 4,229 

※４ 特別損失のうち主なもの 

減損損失 229,431  

特別損失のうち主なもの 

固定資産廃棄損 13,612 

特別損失のうち主なもの 

減損損失 229,431 

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産について減損
損失を計上いたしました。 

用途 場所 種類 減損損失額 

土地 215,913 
賃貸 

東京都

墨田区 建物 13,518 

合  計 229,431 

 
（経緯） 
地価の著しい下落のため、減損
損失を認識いたしました。 

（グルーピング方法） 
原則として事業部別に区分し、
賃貸用不動産については、個々
の物件を単位としております。 

（回収可能価額の算定方法等） 
回収可能価額は正味売却価額
を使用し、不動産鑑定評価額に
基づき算定しております。 

― 減損損失 

当社は、以下の資産について減損
損失を計上いたしました。 

用途 場所 種類 減損損失額

土地 215,913
賃貸

東京都

墨田区 建物 13,518

合  計 229,431

 
（経緯） 
地価の著しい下落のため、減損
損失を認識いたしました。 

（グルーピング方法） 
原則として事業部別に区分し、
賃貸用不動産については、個々
の物件を単位としております。

（回収可能価額の算定方法等） 
回収可能価額は正味売却価額
を使用し、不動産鑑定評価額に
基づき算定しております。 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 256,982  

無形固定資産 6,522   

減価償却実施額 

有形固定資産 244,138

無形固定資産 7,048

減価償却実施額 

有形固定資産 523,349

無形固定資産 13,496
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成１８年３月１日   至 平成１８年８月３１日） 

自己株式に関する事項 

 前事業年度末株式数 増 加  減 少  当中間会計期間末
株式数 

  普通株式（株） 773,877 4,180 7,440  770,617 

(変動事由の概要) 
増加はすべて単元未満株式の買取によるものであります。 
減少はすべて株主の単元未満株式の買増請求によるものであります。 
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（リース取引関係） 
（単位：千円、単位未満切り捨て） 

前中間会計期間         当中間会計期間         前 事 業 年 度         
自  平成１７年３月  １日 自  平成１８年３月  １日 自  平成１７年３月  １日 ( 至  平成１７年８月３１日 ) ( 至  平成１８年８月３１日 ) ( 至  平成１８年２月２８日 ) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

中 間 期     
末 残 高     
相 当 額     

車両運搬具 4,815 722 4,093 

工具器具備品 50,258 31,199 19,058 

ソフトウェア 49,386 35,676 13,709 

合 計     104,460 67,598 36,862 

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内 19,857 

１ 年 超 17,004 

計 36,862 

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 10,398 

減価償却費相当額 10,398 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

 
取得価額    
相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

中 間 期    
末 残 高    
相 当 額    

車両運搬具 4,815 1,685 3,130

工具器具備品 48,933 38,252 10,680

ソフトウェア 45,728 38,563 7,165

合 計    99,477 78,500 20,976

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 内 13,542

１ 年 超 7,434

計 20,976

（注） 
未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 9,900

減価償却費相当額 9,900

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額 

 
取得価額     
相 当 額     

減価償却 
累 計 額     
相 当 額     

期末残高
相 当 額    

車両運搬具 4,815 1,203 3,611

工具器具備品 50,258 36,092 14,166

ソフトウェア 49,386 40,700 8,685

合 計    104,460 77,996 26,463

（注） 
取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定し
ております。 

2.未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 16,414

１ 年 超 10,049

計 26,463

（注） 
未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 
 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 20,796

減価償却費相当額 20,796

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 888 

１ 年 超 740 

計 1,628  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 1,690

１ 年 超 2,772

計 4,462 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 1,838

１ 年 超 3,543

計 5,381 

 
（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ
るものはありません。 


